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１ はじめに 

2024 年の全国の結核罹患率（人口 10万対）は，

8.1 であり，「低まん延国（全結核罹患率 10.0 未

満）」を継続している 2）。当所管内における 2024

年の結核罹患率は 5.9（2025 年は暫定で 5.3 見込

み）と，全国に比べ低い状況にある。（図１）   

一方で若年層における外国出生結核患者数お

よび潜在性結核感染症患者数とその占める割合

は，近年増加しつつある（図２・図３）。 

2024 年外国出生の新登録結核患者が占める割

合は，全国 19.7％に比べ，栃木県では 26.8％，宇

都宮市保健所管内（以下宇都宮市）では 30.0％と

高く，年々増加の一途をたどる。外国出生結核患

者が増加する中，宇都宮市で登録された外国出生

結核患者の事例分析を通じて見えてきた特徴，支

援のあり方について考察した。 

２ 目的 
 宇都宮市における外国出生結核患者の傾向把

握を行うことで，現状・課題の把握を行うための

調査について報告するもの。 

３ 方法 

2018 年 1 月から 2024 年 5 月に宇都宮市で発生

した外国出生結核・潜在性結核感染症患者 55 名

について，結核患者情報システムおよび支援記録

情報から収集・整理した。 

４ 結果 
(1)年齢・出生国 

 出生国においては，上位 3 か国がネパール，イ
ンドネシア，ベトナムであり，全国の傾向とほぼ
一致している（図４）。 
年齢においては，55 人中 22 人（40％）が 20 歳

代，17 人（30.9％）が 30 歳代であった（図５）。 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

宇都宮市保健所管内における外国出生結核患者の傾向分析 

宇都宮市保健所 〇齋藤沙織，髙橋栄美，見目莉野，中村好一 

 

図１ 結核罹患率の推移 

図２ 結核登録者における外国出生者（宇都宮市） 図３ LTBI における外国出生者（宇都宮市） 

2020

年
2021

年
2022

年
2023

年
2024

年

結核患者総数(人) 33 32 26 30 30

外国出生数(人) 2 6 3 7 9

外国出生者割合(％) 6.1 18.8 11.5 23.3 30.0

0

5

10

15

20

25

30

35

人
数
・
％

結核患者総数(人) 外国出生数(人)

外国出生者割合(％)

2020

年
2021

年
2022

年
2023

年
2024

年

LTBI総数(人) 12 6 11 12 7

外国出生者数(人) 1 0 1 0 3

外国出生者割合(％) 8.3 0.0 9.1 0.0 42.9

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

人
数
・
％

LTBI総数(人) 外国出生者数(人)

外国出生者割合(％)

10.1 9.2 8.2 8.1 8.1
9.3 7.9 5.9 7.1 6.7
6.4

6.2 5 5.8 5.9

0

5

10

15

2 0 2 0 年 2 0 2 1 年 2 0 2 2 年 2 0 2 3 年 2 0 2 4 年

罹
患
率

（ 1 0 万 対）
全国 栃木県 宇都宮市

38



(2)入国後診断時期と発見動機・職業身分 
  （図６，７，８） 
診断時期としては，55 人中 22 人（40％）が入

国後 2年以内に診断され，最も多かった。次いで
20 人（36.4％）が入国後 6～10年後に診断されて
いる。 

発見動機としては，25人（45％）が有症状受診
で最も多く，有症状者の半数以上が入国後 6年以
降に診断されている。また，肺結核患者 33 人中
15 人（45％），肺外結核 8 人中 6 人（75％）が有
症状受診により発見されている。 

次いで 12人（21.8％）が接触者健診により発見
された。さらに，学校健診にて発見された 6 人
（10.9％）は，全員が入国後 2年以内に発見され
ている。 
 職業・身分としては，入国後 5 年以内に大半の
学生（専門学校・日本語学校），技能実習生が診断
されている。それに対し，アルバイトは 6 人中 3
人（50％），会社員は 7人中 5 人（71.4％），主婦
は 1 人（100％），自営業に関しては，7 人中 7 人
（100％）が，入国後 6 年以降に診断されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４ 外国出生国の上位６か国（宇都宮市） 

図５ 外国出生者年齢（宇都宮市） 

図６ 入国後診断時期（宇都宮市） 

図８ 職業・身分別診断時期（宇都宮市） 
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５ 考察 
(1)早期発見・早期受診の重要性 
宇都宮市では外国出生の結核患者の出生国は

ネパール・インドネシア・ベトナムが上位で，全
国の上位国（フィリピン・ネパール・ミャンマー・
ベトナム・中国）とも概ね一致している。外国出
生患者の年齢構成は，当所管内 20～39 歳の若年
層が多く，全国的にも20～29歳が 9割を占める。 

日本政府による「入国前結核スクリーニング
（JPETS）」では，2025 年にネパール・ベトナムが
義務化され，インドネシアも 2026 年に導入予定
である。JPETS の導入により，活動性結核の国内
流入や薬剤耐性菌の持ち込み抑制が期待される
ため，今後の罹患率への影響を継続的に注視する
必要がある。 

また，宇都宮市では，入国後 2年以内に発病ま
たは診断された患者が 4割を占めていた。結核研
究所のデータによると，2018～2020 年に登録され
た外国出生結核患者のうち，全国では約 4 割が日
本入国後2年以内に結核を発病・診断されており，
宇都宮市も全国と同様の傾向が認められる。 
 さらに 2024 年の受診遅れ（発病から初診まで 2
か月以上）は，全国 20.7％に対し宇都宮市 15.0％
と低い（図９）。一方で診断の遅れ（初診から診断
まで 1 か月以上）は全国 22.4％に対し宇都宮市
65.0％と高く，医療機関における診断遅延が課題
となっている（図１０）。 

結核罹患率が低下する中でも、診断遅れを防ぐ
ため医療機関への周知徹底が必要であり，それが
「有症状受診」による早期発見につながると考え
られる。 

さらに，外国出生者では，技能実習生や留学生
は入国後 5年以内に結核の発病・診断が多い。一
方で，アルバイトや自営業など健康診断の受診義
務がない層では，入国後 6 年以降に発病・診断さ
れる例もみられる。このため，特定の職種に限ら
ず，外国出生者全体に対して健康診断の受診勧奨
および精密検査を確実に受診できるよう支援す
る必要がある。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
(2)患者発生後の接触者健康診断の適切な実施 

 外国出生患者は出生国ごとに文化・経済状況・
生活水準が異なり,結核に対する認識にも差があ
る。また日本語理解が困難な場合も多く,患者か
ら正確な情報を得ることが難しい。 
接触者健康診断については，適切な情報把握と

患者背景の理解が重要である。そのため,通訳や
通訳機器の活用,支援者との連携が不可欠であり,
これが結核まん延防止につながると考える。さら
に接触者健診の対象者は結核高まん延国出身者
が多く，潜在性結核感染症として登録される可能
性もある。そのため，感染と発病の違いや健診の
必要性を正しく理解できるよう，教育的要素を含
めた接触者健診の実施が必要である。 
(3)啓発の必要性 
結核に関する普及啓発の重要性も踏まえ，宇都

宮市では外国人向けイベントにおいて結核に関
する啓発ブースを設置するとともに，外国人を雇
用する事業者向け説明会においても結核に関す
る教育の機会を設けている。 
今後も外国出生者に対する結核の正しい理解

の促進および早期発見・受診につながるよう，こ
れらの取り組みを継続・強化していく必要がある。 
６ まとめ 
 若年の外国出生結核患者は，労働や介護など
様々な分野で重要な担い手となっており，今後も
多様な分野で受け入れ体制が進展していくこと
が予測される。今回，宇都宮市における過去の外
国出生結核患者および潜在性結核感染症患者の
情報を整理し，傾向の把握を行った。 
今後は，宇都宮市の特徴を踏まえた結核対策を

推進するとともに，外国出生患者一人ひとりに対
する支援の質の向上に努めていく必要がある。 
 
＜引用文献＞ 
１）宇都宮統計データバンク（総合統計，人口） 
２）公益財団法人結核予防会（2024）結核の統計

2024 
３）入国前スクリーニング検査（厚生労働省第 12

回厚生科学審議会結核部会資料 1） 

図９ 受診の遅れ 
   【発病から初診までの期間が 2ヵ月以上】 

図１０ 診断の遅れ 
   【初診から診断までの期間が 1ヵ月以上】 

参考: 結核研究所（臨床疫学部）による「受診の遅れ」「診断の遅れ」
に関するデータより 
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１ はじめに 

結核は空気感染により集団感染を起こすおそ

れがあり，現在においても感染経路の特定など集

団感染の評価は公衆衛生上重要な課題の一つで

ある。特に学校や教育機関などの集団生活環境に

おいては，多数の人が同じ空間を共有することか

ら，ひとたび感染が成立すると集団感染へと発展

する可能性がある。このため，同じ施設内で複数

の結核患者が確認された場合には，単なる偶発的

な発生なのか，もしくは施設内での感染拡大によ

るものかを正確に評価することが求められる。  

近年は，疫学情報に加えて全ゲノム解析（Whole 

Genome Sequencing：WGS）を用いることで，結核

菌株間の関連性を客観的に評価することが可能

となっている。 

本研究では，同一日本語学校で同時期に発生し

た肺結核 2症例について，施設調査を含む疫学的

検討および分子疫学解析を実施し，両症例の関連

性，集団感染の有無について総合的に評価したの

で報告する。 

 

２ 事例概要（表１） 
本事例は，日本語学校に在籍する学生 2名に発

生した肺結核症例である。 

症例 1 は 24 歳，インドネシア国籍，Ⅹ年 8 月

に日本語学校に入学，Ⅹ年 11 月の学校健康診断

で胸部レントゲン検査異常陰影を指摘された。そ

の後，精密検査として医療機関を受診し，喀痰検

査にて培養（＋），TB－PCR（＋）が判明し，Ⅹ年

12 月中旬に肺結核と診断された。 

症例 2 は 28 歳，ネパール国籍，Ⅹ年 5 月に日

本語学校に入学，Ⅹ年 11 月の学校健康診断で胸

部レントゲン検査異常陰影を指摘された。その後，

精密検査として医療機関を受診し，喀痰検査にて

培養（＋），TB－PCR（＋）が判明し，Ⅹ年 12月下

旬に肺結核と診断された。 

なお，両国の結核罹患率は比較的高く，2023 年 

 

の罹患率は，インドネシアが 154.9／10 万対，ネ

パールが 129.9／10 万対と報告されており，本事

例の疫学的背景として留意が必要である。 

 

 

 

３ 施設調査（表２，図１） 

同じ施設内において複数の肺結核患者が確認

されたことから，両症例間の関連性の確認が必要

であった。特に施設内での感染拡大の可能性の有

無を評価する必要があると考えられた。  

このため，接触状況および環境要因を明らかに

する目的で，日本語学校に対する施設調査を実施

した。 

当初，両症例は所属クラスおよび受講時間帯

項目 症例 1 症例 2 

基本情報 

年齢 24 歳 28 歳 
性別 女 女 
出生国 インドネシア ネパール 
出生国の 
結核罹患率 

154.9 129.9 

入国時期 Ⅹ年 6 月 Ⅹ年 4 月 
診断情報 

診断時期 Ⅹ年 12 月中旬 Ⅹ年 12 月下旬 
発見契機 X 年 11 月実施

の学校健診 
X 年 11 月実施の
学校健診 

診断 肺結核 肺結核 
病型 bⅢ2 bⅢ2 
菌検査 喀痰培養(＋) 

TB-PCR(+) 
喀痰培養(＋) 
TB-PCR(+) 

学校在籍情報 

所属クラス A クラス B クラス 
受講時間 午後 午前 
接触状況 直接接触なし 直接接触なし 
教室 502 号教室 502 号教室 

日本語学校における肺結核２症例の分子疫学解析 

宇都宮市保健所  

〇齋藤沙織，髙橋栄美，増子瑞恵，，小﨑麻美，見目莉野，ハセット梨沙 
中村好一，沼尾利郎 

  宇都宮市役所       斎藤一葉 
宇都宮市衛生環境試験所  関哲，中田友理，安野良一，佐藤真紀子，庄司英里咲 
宇都宮市保健所生活衛生課 若月章 

表１ 患者背景 
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（午前・午後）が異なっていたことから，直接的

な接触機会はないものと考えられていた。しかし

ながら，施設調査の結果，両症例は時間帯は異な

るものの同じ教室を使用していたことが判明し，

空間的接触の可能性が明らかとなった。 

また，授業方法としては講義形式のみならず，

ペアワークが取り入れられており，学生間での近

距離での会話機会が多い環境であった。教室内の

座席について，症例 1 では約２か月に 1回，症例

2 では約１か月に 1 回の頻度で定期的に席替えが

行われていた。このため，同じ教室で多くの学生

と接触する機会があったと考えられた。  

さらに，複数の教員が授業を担当しており，教

員を介した接触機会も広く存在していると推測

された。 

学校行事としては，感染の始期以降に全学生が

参加するスポーツ大会や，クリスマス会が実施さ 

 

 

調査項目 内容 評価 

教室使用 同一教室を時間差で使

用 

接触機会あり 

授業形態 講義＋ペアワーク 

（近距離接触あり） 

近距離接触 

あり 

座席配置 定期的に変更 

症例 1：2 か月毎 

症例 2：1 か月毎 

接触範囲拡大 

教員 複数教員が関与 接触経路増加 

学校行事 スポーツ大会，クリスマ

ス会（全体参加） 

集団接触あり 

郊外活動 クラス混合での遠足・バ

ス移動 

接触機会増加 

換気状況 授業・休憩時間ともに 

ほぼ換気なし 

感染リスク高 

健診実施 全生徒入学時健診実施

済み 

入学時のスクリー

ニングとして機能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れていたほか，クラス混合でバスに乗車する県外

への遠足も行われていたなど，異なるクラス間で

の接触機会が確認された。教室の環境については，

換気設備の騒音がリスニング授業に支障をきた

すため，授業中および休憩時間において換気がほ

とんど行われていなかったことが確認された。こ

のような環境下においては，空気感染による病原

体の感染リスクが高まると考えられた。 

以上のことから，本施設では学生間および教職

員を含めた広範囲な接触機会に加え，換気不十分

な環境が確認され，感染の拡がりが起こり得る条

件が複数認められた。 

 

４ 方法（市衛生環境試験所による検査実施） 

2 症例から分離された結核菌株について，全ゲ

ノムシークエンス（WGS）解析を実施した。得られ

た配列データは TGS-TB-Nx を用いて解析し，まず

cgMLST(Core  Genome  Multi-Locus Sequence 

Typing)解析により菌株間の遺伝子学的関連性を

評価した。（図２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 施設調査により確認された環境要因 

図２ 全ゲノム解析の流れ 

図１ 学校見取り図 
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５ 結果 

cgMLST 解析の結果，両症例の結核菌株は同一ク

ラスターには分類されなかった。 

また，症例1の菌株はLineage2（東アジア系統，

いわゆる北京系統），症例 2 は Lineage3（南アジ

ア系統）に分類された（表３，表４） 

以上より，両菌株は遺伝子学的関連性が低いと

考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 考察 

本事例では，同じ日本語学校内での複数の肺結

核患者が発生したことから，当初は集団感染のお

それがあった。特に施設調査の結果，同じ教室を

利用していたこと，頻繁な座席変更，ペアワーク

の実施，学校行事やクラス混合でのバス移動など，

学生間の接触機会が広範囲に存在していたこと

が明らかとなり，さらに換気不十分な環境であっ

たことから，感染の拡大が生じても否定できない

条件が複数確認された。 

しかし，全ゲノム解析の結果，両菌株は同一ク

ラスターに分類されず，分子疫学的に 2症例の感

染の関連を示す所見は認められなかった。一般に，

結核菌のゲノム解析では菌株間の遺伝子学的距

離に基づき関連性を評価することが可能であり，

本事例のように異なるクラスターに分類される

場合には，疫学的関連性は低いと考えられる。 

よって本市では，両症例は同一教室の使用があ

ったものの，直接的な接触機会はなく，施設調査

で得た情報に加え，ゲノム解析結果を総合的に判

断し，本事例は同じ施設内で偶発的に発生した散

発事例であり，集団感染の可能性は低いと判断し

た。 

学校環境において複数患者が発生した場合，時

間的・空間的な情報のみで集団感染と判断するこ

とは適切ではなく，全ゲノム解析のような分子疫

学的手法を用い，判断することが重要である。本

事例で用いた手法は，感染経路の把握や，過剰な

接触者調査・健診の防止に役立ち，公衆衛生上有

用であると考えられる。 

７ 結論 

日本語学校において発生した肺結核2症例に対

し分子疫学解析を実施した結果，両菌株は異なる

系統に属し，集団感染の可能性は低いと判断され

た。分子疫学的手法は，結核の感染伝播評価に有

用であることが示された。さらに，本手法は感染

拡大の早期抑制に寄与するとともに，地域におけ

る結核の疫学的状況を正確に把握するうえでも

重要であると考えられた。 
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保健所の性感染症検査に関する取組から普及啓発・検査体制についての考察 

    栃木県県東健康福祉センター ○堀川 朱音 川﨑 寧緒 髙田 真由実 松本 絵里  

村上 浩美 長谷 恵子 塚田 三夫 

      栃木県障害者総合相談所    石川 京美 

 

１ 背景 

HIV/エイズや梅毒等の性感染症は、早期発見

及び早期治療により治癒、重症化の防止又は感

染の拡大防止が可能な疾患であり、保健所で

は、「後天性免疫不全症候群に関する特定感染症

予防指針」及び「性感染症に関する特定感染症

予防指針」に基づき、予防啓発や早期発見・早

期治療につなげるため性感染症検査を実施して

いる。検査の年間受検者数は新型コロナウイル

ス感染症の影響で、大幅に減少し、流行が落ち

着いた現在も以前の受検者数までは回復してい

ない。 

また、栃木県内ではエイズを発症して初めて

HIV に感染していたことに気づく割合が約４割と

全国の割合よりも高い状況であること、2024 年

に梅毒の届出数が過去最多を更新し、先天梅毒

の報告も増加していることが課題となってい

る。 

当センターでは、HIV 検査普及週間及び世界エ

イズデーに合わせて受検可能時間を拡大した検

査(以下「特例検査」という。)を実施してき

た。ここ数年間は、受検者数が数件以内に留ま

っていたことから、12月の特例検査の実施方法

や周知方法を見直すことを目的に調査を実施し

て、周知方法等を変更し、その結果について考

察したため報告する。 

 

２ 取組方法 

(1) 性感染症検査の周知に関する調査 

①認知度調査 

調査期間：2025 年９月 19 日～９月 22日 

方法：９月 19日に栃木県 LINE 公式アカウン

トでアンケートを配信。自記式調査票を用い

た。 

質問内容：性感染症が性的接触により感染 

 

する病気であること、性感染症を調べる検査

があること、保健所で無料・匿名で性感染症

検査を受けられること、保健所で夜間検査を

実施していることについてそれぞれの認知

度。 

②受けやすい検査に関するニーズ調査 

調査期間：2025 年８月１日～12 月 31 日 

方法：８月１日に当センターホームページに

アンケートを掲載。栃木県 X(旧 Twitter)公式

アカウント(2025 年８月 18 日)及び栃木県

LINE 公式アカウント(2025 年９月 17 日 17 時)

で Microsoft Forms によるアンケートへの協

力を依頼。自記式調査票を用いた。 

質問内容：検査に行きやすい曜日・時間帯、

検査に行きにくい理由、保健所からの情報を

取得しやすい媒体について。複数回答を可能

とした。 

(2) 世界エイズデーに合わせた特例検査の周知

方法の変更 

検査日：2025 年 12 月２日 10 時～19時(定例

検査の時間を延長して実施) 

変更点：(1)の調査結果を踏まえ、以下の３点

について変更した。1)各施設を訪問しチラシ

やカードの設置場所を相談し、手に取っても

らいやすい場所に設置してもらった。2)受検

者数が少ない 20～30 代への周知を強化するた

め、とちぎ産業保健看護協会の協力を得て管

内の産業看護職がいる事業所に周知を依頼し

た。3)識別・分析が可能な QRコードを複数の

広報物に掲載し、QR コードからホームページ

へのアクセス数を調査し、効率的な周知方法

を検討するための基礎資料とする。 

 

３ 実施結果 

(1) 性感染症検査の周知に関する調査 
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①認知度調査 

回答数 1,047 名(男性 319 名、女性 715 名、性

別未回答 13 名) 

回答数が最も多い年代は 30 代(25.6％)で続い

て 40代(25％)、50 代(22.5％)、60 代(13％)、

20 代(7.1％)、70 代以上(6.3％)、10 代(0.5％)

であった。 

性感染症については 94.7％が「知っている」

と回答し、4.6％が「聞いたこと・見たことはあ

るがあまり知らない」、0.8％は「知らない」と

回答した。 

性感染症検査についても 80.9％が「知ってい

る」と回答しているが、保健所で性感染症検査

が無料・匿名で受けられることについては 54％

が「知っている」、46％が「知らない」と回答し

ており、約半数もの人が保健所で性感染症検査

を受けられることを知らないという結果になっ

た。 

また、夜間検査についても 86.9％が「知らな

い」と回答した。 

②受けやすい検査に関するニーズ調査 

回答数 170 名(男性 47 名、女性 114 名、性別

未回答９名) 

回答数が最も多い年代は 50 代(25.3％)で続い

て 30代と 40 代(ともに 24.1％)、60 代以降

(17.1％)、20 代(9.4％)。 

検査に行きやすい曜日(図１)は、20～30 代で

は土曜日・日曜日の割合が多いのに対し、40 代

以降は平日と回答する割合が多かった。 

検査に行きやすい時間(図２)は、どの年代も

午前(10～12 時)が多かった。 

検査に行きにくい理由は、「曜日」「時間帯」

「場所」「その他(自由記載)」を複数選択可能に

したところ、20 代は「曜日」が 45.5％と多い

が、他の年代では大きな差は見られなかった。 

情報を確認しやすい媒体は、「県ホームペー

ジ」「保健所ホームページ」「X」「LINE」「新聞」

「市町広報誌」「その他(自由記載)」を複数選択

可能にしたところ、年代によって差異は見られ

なかったが、「LINE」「市町広報誌」といったプ

ッシュ型通知による情報取得の割合が多かっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、郵送検査の希望については「できれば

利用したい」(48.8％)、「検査結果の返却が対面

でなければ利用したい」(34.1％)、「利用したい

とは思わない」(8.8％)、「よくわからない」

(8.2％)と、条件付きも含めて利用したい希望が

半数以上であった。 

(2) 世界エイズデーに合わせた特例検査の周知

方法の変更 

1)訪問による設置場所相談：13 施設/設置 26

施設中（配布部数は表１のとおり） 

2)産業看護職がいる事業所への周知：チラシ

30 部、カード 260 部配布 

3)QR コードからのホームページ閲覧数：39件

(内訳は表２のとおり)  

チラシやカード等より、自宅に直接届く新聞

や市町広報誌といった媒体からの閲覧数が多か

った。 

上記取り組みの結果、2025 年 12 月２日の受検

者数は、７件と例年の２～３件より増加した。 

 

４ 考察 

当センターによる調査の結果、性感染症検査

について、「保健所で実施されていること」や
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「夜間検査も実施すること」に関する認知が十

分に浸透しておらず、性感染症検査の受検行動

に先立つ情報が 20～30 代の若い世代の対象者に

届いていない可能性を示唆しており、現行の普

及啓発活動が十分効果的には機能していないと

考える。 

検査の実施日時に関するアンケート結果か

ら、年代によって検査に行きやすい曜日に差異

が認められ、20～30 代では、平日ではなく休日

の検査に対するニーズが高い傾向がある一方、

40 代以降では平日午前の受検を希望する割合が

比較的高かった。生活リズムや就労形態の違い

が受検可能な時間帯に影響していることが考え

られた。 

今回の取組以前の周知は、市町公共施設を中

心にチラシ等を設置していたため、具体的に受

検行動に結びついたのかが不明瞭であるという

課題があったが、アンケート結果を踏まえ実施

した 12 月２日の特例検査では、カード配布数の

増加、設置場所の工夫や周知先の拡大が受検者

数の増加につながったと考えられることから、

検査時間の設定やプッシュ型通知で目につきや

すい環境づくりが必要であることが示唆され

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらのことから、性感染症検査の受検促進

には、認知度向上と検査日時の設定の柔軟化の

両輪が効果的であることが示された。 

今後、年代別ニーズに即した普及啓発を展開

するため、教育機関や母子分野と連携した包括

的な普及啓発を推進することで、各ライフステ

ージに応じた性感染症検査に関する理解促進と

受検行動の一層の定着を図ることが、当センタ

ーにおける性感染症検査の利用促進につながる

と考えられる。 

 

５ まとめ 

アンケートに基づき、特例検査の周知方法を

変更し、当センターにおける性感染症検査の認

知度及び検査日時に関するニーズについて検討

した。その結果、性感染症検査の認知度が低

く、受検可能な日時の制約が受検行動の障壁と

なる可能性が明らかとなった。 

今後は、より効果的な検査日時の設定、関係

機関と連携を図ることによる周知の充実によ

り、感染が拡がっている年代へアプローチし、

特例検査の推進を図っていきたい。 

表２：QRコードの閲覧数内訳 

QR コード

掲載媒体 

もおか新聞

plus 

管内市町

広報誌 

事 業 所

(チラシ) 

下野新聞 管内市町、公共施設、事業所、商

工会(カード)、公共施設(チラシ) 

閲覧数 14 12 ５ ２ 各１ 

 

 

               表１：チラシ・カードの配布部数 

特例検査実施月 2024 年６月 2024 年 12 月 2025 年６月 2025 年 12 月 

チラシ配布部数 70 46 24 130 

カード配布部数 250 130 350 720 
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栃木県県東保健所管内の高齢者、障害者施設を対象とした感染症研修会のアンケート結果 

に関する考察 

栃木県県東健康福祉センター ○髙田 真由実 川﨑 寧緒 堀川 朱音  
  松本 絵里 村上 浩美 長谷 恵子 塚田 三夫 

栃木県障害者総合相談所    石川 京美 
 

１ はじめに 

 新型コロナウイルス感染症の流行において、高
齢者施設等における集団発生が多く生じた。施設
内に感染対策の中心となる職員がいない状況も
あり、感染が拡大し、患者の重症化や医療の逼迫
が生じた。 

そこで、栃木県では、令和６ （2024）年６月１
日から「とちぎ感染症対応力強化プロジェクト」
が開始となった。その一環で保健所圏域ごとに医
療機関から推薦された専門職員（地域アドバイザ
ー）を選定し、保健所と地域アドバイザーが連携
して高齢者施設向けに研修会等を実施できるこ
ととなった。それを踏まえ栃木県県東保健所では、
令和６年度から管内高齢者施設等の感染症対応
力向上と感染対策の中心となる人材の育成を目
的とし、地域アドバイザーと連携した感染症研修
会を開催することとした。令和６年度の開催を踏
まえ、令和７年度の研修会にて参加者にアンケー
トを実施したので、その結果と考察について報告
する。 
２ 対象及び方法等 

(1) 対象 
当所管内にある高齢者施設、障害者施設のうち、

周知により申込みをした 38 施設 49 名と実際に参
加があった 36 施設（申込み無し参加も含めた）
48 名。 
(2) 方法 

参集形式で実施した。講師は、「地域アドバイザ
ーの選定及び活動に関する要綱」1）に基づき、当
所から派遣依頼をした地域アドバイザーと当所
職員が共同して実施した。事前・事後に申込者・
参加者に対し、アンケートを実施した。 
(3) 令和６年度と令和７年度の変更点 
ア 通知・周知方法 

令和６年度：郵送のみ 
令和７年度：郵送、当所ホームページ掲載、

市町にメールで周知依頼 
イ 研修内容 

令和６年度：講義（手指衛生など感染症の基
本的な対策、結核対策について） 

令和７年度：講義と図上訓練、情報交換 
（講義は標準予防策など施設内での感染対策に
ついて、図上訓練は感染対策の準備 (物品、連
絡、役割)と感染症発生時の対応(体制、必要物
品、ゾーニング)について、情報交換は演習の振
り返りも含めた各施設での感染対策事例の共有
について） 
ウ アンケート 

令和６年度：事後に実施（研修会中に紙で配
付し、終了後に回収した。） 

令和７年度：事前、事後に実施（事前は
FAX、メール、Microsoft Forms での回答を依
頼。事後は令和６年度と同様。） 
３ 結果 

(1) 事前を含んだアンケートの結果 
回答は、38 施設(回答率 100％)であった。 

ア 申込施設数 
令和６年度は 29 施設（高齢者施設 26 施設、

障害者施設 3 施設）であり、令和７年度は 38 施
設（高齢者施設 33 施設、障害者施設５施設）に
増加した。(図１) 
イ 令和６年度の研修会認知度 

「知っていた」35％、「知らなかった」49％、
「後から知った」16％であった。令和６年度、
７年度共に参加申込みがあった施設は、9 施設
（うち 4 名が同じ参加者）であった。（図２） 
ウ 研修会に参加希望した理由 
 「講義内容に興味を持った」60％、「図上訓練
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に興味を持った」27％、「その他（職場での勧め
など）」13％であった。（複数選択可能。図 3） 
エ 研修会の周知方法の希望割合 

郵送が 47％、メールが 53％であった。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 事後アンケートの結果 
参加者 48 名からアンケートの回答が得られた

(回収率 100％)。うち参加者の役職は施設長、サ
ービス管理責任者などの管理職 9 名、看護職 20
名、介護職等 （ケアマネージャー、介護支援専門
員含む）19 名であった。勤務歴は１～５年９名、
6～10 年 15 名、11～20 年 18 名、21 年以上６名
であった。 
ア 研修会の理解度 

「理解出来た/ある程度理解出来た」と回答し
た割合が講義 98％、図上訓練 96％、情報交換 96％
であった。(図４) 
イ 研修会の時間 

「適切」と回答した割合が講義 90％、図上訓練
81％、情報交換 77％であった。 
「やや短い/短い」との回答が情報交換で７名、図
上訓練で６名いた。(図４) 
ウ 研修会の満足度 

「満足/やや満足」の回答割合が講義 81％、図
上訓練 83％、情報交換 83％であった。「ふつう/
やや物足りない」との回答が講義で 8 名、図上訓 
練、情報交換で 7 名ずついた。(図４) 
エ 研修会の開催時期 

「適切」と回答した割合が 94％、６％は未回答
であった。 
オ 今後の研修会の希望する実施形式 

「講義のみ」と回答した割合は１％であり、 「演
習を含めて欲しい」と回答した割合は 55％、「図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

情報交換
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図 ：事後アンケート結果
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上訓練を含めて欲しい」と回答した割合は 41％、 
「情報交換を含めて欲しい」と回答した割合は
36％という結果だった。（複数選択可能。） 
４ 考察 

結果(1)ア申込施設数が９施設増加したのは、郵
送による周知に加え、令和７年度はホームページ
への掲載、市町へのメールでの周知依頼も行うこ 
とで、情報伝達の多様性と迅速化を図った結果、
多くの対象施設、職員の目に留まったからと考え
られる。また、令和６年度のアンケ－トに 「基本
的な感染対策は理解できたため、施設に応じた感 
染対策を学びたい。」という意見があったため、図
上訓練を取り入れたことも、結果(1)ウ研修会参加
希望理由で読み取れるように、興味関心を惹き、
申込施設数の増加に繋がったと考える。 

結果(1)イ研修会認知度では、「知らなかった」
「後から知った」という回答が 65％を占めていた。
令和７年度に申込みがあった施設のうち、令和 6
年度も申込みをした施設は全体の 24％であった
ことから、周知が行き届いていなかった可能性も
考えられる。 

結果(1)エ周知方法では、郵送とメール送付希望
の割合はほぼ同程度だが、約半数の施設が郵送で
はなく、多人数で共有できる電子媒体での手段を
望んでいることがうかがえた。 

結果(2)ア～ウ研修の理解度、時間、満足度では、
各項目７割以上で「理解出来た/ある程度理解出
来た」、時間は「適切」だった、「満足/やや満足」
との回答であったが、時間に関しては、情報交換、
図上訓練で「やや短い/短い」と回答した割合が他
項目より目立った。その要因として情報交換では、
①施設同士で集まる貴重な機会であり、伝えたい、
聞きたいことが多く、体感的に不足を感じたこと
②初めて顔を合わせる者同士であり、仕切り役や
タイムキーパーなどの役割分担を円滑に機能さ
せることが難しかったことが考えられる。図上訓
練では、①臨機応変な問題解決力を培うために、
当日になって初めて説明される内容であったこ
と②１つの設問の中で３つ程度の課題に取り組
むことを指示し、それぞれ時間を区切らなかった

ことが考えられる。満足度については、「ふつう」
「やや物足りない」と回答した参加者について、
勤務年数に偏りはなかったが、管理職や看護職と
施設内感染対策に高い関心を持っていると思わ
れる職種での回答が多かった。既に基本的な知識
を習得している者に対して、レベルに合わせた研
修会の実施が望ましいと推察される。 

結果(2)エ開催時期について、「適切」と回答し
た人が、94％(未回答を除き、回答した人 100％)
であり、新年度の体制が落ち着き、季節性インフ
ルエンザやウイルス性胃腸炎等の流行期前であ
る 10 月に実施したことは適切であったと考える。 

結果(2)オ今後の研修会の希望する実施形式に
ついて、演習を含む形式を選択した割合が最も高
かったことから、実践的な内容を設定する必要性
が示唆された。また、 「他施設の状況を聞くことが
できて良かった、気付きが得られた」との記載も
散見されたことから、施設間での情報交換の場を
提供できたことは有意義であったと考える。 

研修会終了後にも参加者が地域アドバイザー
に相談し、参加者間で情報交換をしている姿が見
られた。本研修会は専門職員との相談体制、横の
繋がりを構築する機会となり、感染症対応力向上、
感染対策の中心となる人材の育成への意識付け
に効果があったと考えられる。 
５ まとめと今後の展望 

 地域アドバイザーと連携した高齢者施設向け
感染症研修会 （障害者施設も含む）の参加者アン
ケートによる考察を行った。アンケートの結果に
より、変更したことが改善に繋がった点、更に改
善が必要である点、施設が求めている点が明らか
になった。 

今後もアンケートから得られた知見を取り入
れつつ地域アドバイザーと協力しながら、内容を
充実させた研修会を実施し、保健所として地域に
対する感染症予防の役割を担っていけるように
していきたい。 
参考 

1)地域アドバイザーの選定及び活動に関する要
綱.栃木県.2024 
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安足保健所管内における令和 7 年度栃木県感染症予防ラウンド事業の実施状況報告 

安足健康福祉センター ○仲山 舞香 大出万柚子 一色ミユキ 吉原 綾音 

須田愛莉沙 三柴 友美 半澤 美郷 関川 知也  

桑野 寛子 小野澤典子 早川 貴裕 

県北健康福祉センター  工藤 香織

 

〔はじめに〕 

栃木県では、令和 7 年度からの新たな取組と

して集団生活を行っている施設を巡回訪問し感

染対策に関する助言を行うことで感染症の発生

予防及び発生時の対応力を向上させることを目

的とした栃木県感染症予防ラウンド事業(以下

「ラウンド事業」という。)を開始した。 

今回は、安足保健所管内における令和 7 年度

の実施状況について報告する。 

〔方法〕 

ラウンド事業の概要は次のとおり。 

（1）実施主体 

 安足保健所（安足健康福祉センター） 

 ※ 保健所ごとに実施 

（2）実施日数 

令和 7年 7月 3日から令和 8年 3月 12 日まで

の間に 34日間実施した。 

（3）対象施設 

管内 365 施設（高齢者施設 165、障害者福祉施

設 123、保育所・幼稚園 77）の中から①栃木県

感染症予防ラウンド事業実施の手引きに基づき

選定した施設（30施設）、②①及び令和 5、6 年

度に巡回した施設及び指導監査実施対象施設と

食品衛生法の営業許可を取得している集団給食

施設で更新等手続きに伴う監視を予定している

施設を除いた施設から、施設種別に偏りが出な

いように選定した施設（66 施設）を加えた合計

96 施設をラウンド対象施設とした。 

＜① の手引きに基づく対象施設選定基準＞ 

・前年度（令和 6 年度）に感染症の集団発生が

報告された施設 

・過去の巡回訪問により課題が多かった施設 

・新たに開設された施設 

・一定期間、巡回訪問及び助言が実施できてい 

 

ない施設 

・その他、保健所が必要とする施設 

（4）日程調整 

本庁感染症対策課から対象施設に周知文書を

発出後、保健所から電話連絡し訪問日程を調整し

た。実施日決定後に施設宛てに FAX で実施日時及

び準備資料等の案内を送付した。 

（5）実施内容 

健康対策課感染症予防チームの職員（臨床検査

技師、診療放射線技師、保健師）2-3 名がチーム

となって施設を訪問した。管理者等にラウンド事

業の目的とスケジュールを説明後、施設職員立ち

会いの下、感染対策が適切に行われているかを巡

回及び書類等で確認した。国のガイドライン等に

基づき定められた規定の様式（以下「チェックリ

スト」という。）に巡回結果を記録し、立会者に口

頭で伝えた。後日、規定の様式により、施設長宛

て原則メールで報告した。 

県の感染症対策事業の評価を行うため“とち

ぎ感染症対応力強化プロジェクト”の一環で令

和 6 年度から実施されている高齢者施設等にお

ける感染対策コーディネーター（感染対策の中

心となる人材）の養成研修会（以下「養成研修

会」という。）または当保健所で毎年開催してい

る感染症研修会（以下「感染症研修会」とい

う。）への参加実績の有無でチェックリストの結

果を比較した。また、ラウンド事業実施前後に

おける養成研修会または感染症研修会への参加

の有無を比較した。 

〔結果〕 

対象とした 96施設のうち 77施設でラウンド

事業を実施した（実施率 80.2％）。実施できな

かった理由としては、日程の都合が多かった。

多くの施設はラウンド事業への協力に前向きで
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あったが、いくつかの施設では「この事業は義

務なのか」と消極的な姿勢も見られた。施設種

別ごとの実施状況は表 1のとおりであった。 

表 1 実施施設数 

 

ラウンド実施施設の 95％以上において実施で

きていた項目は、「職員の体調不良時の相談体制

整備」「施設に出入りする患者家族やボランティ

ア等に対する健康状態の確認」「機械換気等を活

用した換気」「液体石けんを使用した流水での手

洗いの指導」であった。 

保健所が助言をした施設は 74施設（96.1％：

高齢者施設 32（97.0％）、障害者福祉施設 27

（100％)、保育所・幼稚園 15（88.2％)）であっ

た。施設種別に関わらず、多かった助言内容は

「入職時の職員の予防接種歴の確認」「手洗い水

道栓の感染防止策」「排泄介助」「消毒薬」に関

する項目であった(図 1)。これらの助言内容は、

施設の感染対策担当者が日頃から改善等が必要

と考えていたことと一致することも多く、助言

内容がラウンドの結果報告書に記載されること

で、施設長等への提案や職員への指導に活用で

きるとの声があった。 

実施できている項目割合の平均は高齢者施設

では 90.0％、障害者福祉施設では 92.2％、保育

所・幼稚園では 90.7％であった。養成研修会参

加者または感染症研修会参加者の有無別の実施

できている項目割合の平均は図 2 のとおりで、

いずれかの研修会に参加した職員がいる施設の

方が、実施できている項目割合の平均が高い傾

向にあった。 

高齢者施設及び障害者福祉施設の中で、ラウ

ンド事業実施時点で養成研修会または感染症研

修会に参加していない施設が 48 施設（80.0％：

高齢者施設 24施設（72.7％）、障害者福祉施設

24 施設（88.9％））あった。保育所・幼稚園で

は、ラウンド事業実施時点で感染症研修会に参

加していない施設が 5 施設（29.4％）あった。

これらの中で令和 7年度の養成研修会及び感染

症研修会の申込み締切日以前にラウンド事業を

実施した施設は 15施設（高齢者施設 8、障害者

福祉施設 5、保育所・幼稚園 2)であり、ラウン

ド事業実施後に養成研修会または感染症研修会

に参加した施設は 6施設（40.0％：高齢者施設 3

（37.5％）、障害者福祉施設 2（40.0％）、保育

所・幼稚園：1（50.0％））であった（表 2）。 

〔考察〕 

養成研修会または感染症研修会に参加した職

員が在籍していない施設は、いずれかの研修会

に参加した職員が在籍している施設に比べ、実

施できている項目割合が低かった。また令和 7

年度の養成研修会及び感染症研修会の申込み締

切日以前にラウンド事業を実施した施設のう

ち、約 4 割の施設がラウンド事業実施後に養成

研修会や感染症研修会に参加した。このことか

ら、今後はこれらの研修会に参加していない施

設を優先的にラウンド事業で訪問・助言するこ

とにより、施設全体の感染対策の理解や関心が

高まり、研修会等へ参加しやすい職場環境づく

りが進むことで、感染症予防のより一層の促進

が期待できると考える。 

保健所による助言内容は施設種別に関わらず

共通するところが多かったことから、いずれの

施設も同じような課題や悩みを抱えていること

が推測された。各施設の感染対策を担当する職

員は少人数で対応に苦慮しているとの話を伺

い、今後の感染症研修会等において、施設に共

通する課題をテーマ選定の参考にすると共に、

開催方法を工夫し、施設同士が互いに課題を共

有し、相談できる関係を築ける機会を設けるこ

とで、各施設の感染症発生予防につながり、ひ

いては、地域の感染症対応力の向上につながる

ものと考える。 

また、排泄介助のガウン着用や適切な消毒薬の

選択については、患者発生時など状況や時期に応

じて対応している施設が多かった。しかし、ラウ

実施依頼した
施設数

実施した
施設数

実施率(％)

高齢者施設 45 33 73.3
障害者福祉施設 30 27 90.0
保育所・幼稚園 21 17 81.0
合計 96 77 80.2
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ンド事業実施後に不適切な消毒や対応に起因し

て感染性胃腸炎集団発生が確認された施設が2施

設あった。ラウンド事業の結果では、嘔吐物処理

や消毒の手順についての全職員の周知・理解につ

いての項目は高齢者施設、障害者福祉施設、保育

所・幼稚園のいずれも 90％以上の施設が実施でき

ている項目となっており、当該 2 施設においても

できている項目となっていたが、集団発生後の調

査で実際には職員への周知・理解が十分ではない

ことが明らかになった。ラウンド事業では、感染

対策を担当している職員が聞き取りに応じるこ

とが多く、感染対策に関心のある担当者の感覚で

回答してしまう可能性がある。担当者だけでなく、

全職員が共通認識をもっているかを意識して聞

き取り、一部の職員に限らず、より多くの職員が

同じ感染対策を講じられるようにすることが、施

設の感染対策の上で重要であることを伝えてい

く必要があると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後は、ラウンド事業を実施した施設を対象

に事後アンケートを実施し、実施後の施設の取

り組みなどについて情報収集した上で、より効

果的なラウンド事業の実施や地域の感染症対応

力向上に努めていきたい。 

〔参考文献〕 

・栃木感染症予防ラウンド事業実施要領 

・栃木感染症予防ラウンド事業実施の手引き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 養成研修会または感染症研修会に参加していない施設及び 

ラウンド事業実施後にいずれかの研修会に参加した施設数 

高齢者 障害者 幼保 合計

養成研修会参または感染症研修会に参
加していない施設数

8 5 2 15

ラウンド事業実施後にいずれかの研修
会に参加した施設数（％）

3（37.5％） 2（40.0％） 1（50.0％） 6（40.0％）

図１ 施設種別ごとの助言内容 

図２ 養成研修会参加者または感染症研修会参加者の有無別の実施できている項目割合の平均 

52



県西管内における麻しん発生を機とした関係機関との連携体制構築について 

 栃木県県西保健所（栃木県県西健康福祉センター）  ○石川 榛花、渡辺 仁惠、高橋 由依、

 粂川 仁美、金子 亜樹、松本 有加、 

中村 剛史              

 

１ はじめに 

麻しんは、麻しんウイルスによる急性熱性発

疹疾患であり、感染症法において五類感染症に

分類される。発熱、発疹、カタル症状を三主徴

とするが、肺炎や脳炎などの重篤な合併症のリ

スクがある。感染経路は、空気感染、飛沫感

染、接触感染であり、症状の出現前から非常に

強い感染力を持つ。１）そのため、二次感染の連

鎖による爆発的な流行の可能性が高く、保健所

は早期探知及び積極的疫学調査を通じた迅速な

感染拡大防止策が求められる。 

 平成 31（2019）年及び令和７（2025）年の栃

木県における麻しんの発生件数はそれぞれ１件

であり、令和２（2020）年から令和６（2024）

年までの４年間は０件であった。しかし、令和

８（2026）年に入ってからは４月時点ですでに

16 件の発生が報告されている（表１）。２）３）県

西保健所では令和８（2026）年に入ってから複

数件の麻しんを経験した。今回は、麻しん発生

時における当所の対応と関係機関との連携につ

いて報告する。 

 

２ 事例の概要 

 ＜事例①＞ 

県西保健所管内在住の 40代男性。インドネシ

アに５日間滞在。帰国から 13日後に発熱、咳

嗽、咽頭痛等を呈し、複数の地域医療機関を受

診。受診後、解熱し、症状も落ち着いたため、

職場へ出勤していた。その後、当該渡航におけ

る同行者に麻しん陽性者が出たため、接触者と

して行政検査を実施。その結果、修飾麻しんと

診断された。麻しん患者として、当所の探知は

第 10病日であり、患者及び同居家族、勤務先の

調査を実施した。  

＜事例②＞ 

県西保健所管内在住の未就学児。発熱、結膜

充血、発疹を呈し、複数の地域医療機関を受

診。第７病日に麻しんとして臨床診断された。

当所が麻しん患者として探知したのも第７病日

であり、地方衛生研究所の遺伝子検査により陽

性が出たため、麻しんとして届出を受けた。海

外渡航歴はなく、麻しん患者との接触もなかっ

たため、感染源は特定できなかった。なお、本

事例についてはその後、複数名の接触者の発症

が確認された。 

＜事例③＞ 

 県西保健所管内在住の乳児。発熱、発疹を呈

し、複数の地域医療機関を受診。第３病日に麻

しんとして臨床診断された。地方衛生研究所で

の遺伝子検査により陽性が出たため、第４病日

に麻しんとして届出を受けた。なお、患者の診

断がされる前に一度、医療機関から麻しんを疑

う症状の患者が受診した旨の相談を受けてい

た。海外渡航歴はなく、麻しん患者との接触も

なかったため、感染源は特定できなかった。 

 

表１  麻しんの発生状況２） 

年 2019 年 2020 年 2021 年 2022 年 2023 年 2024 年 2025 年 2026 年 

全国 744 10 ６ ６ 28 45 265 236※1 

栃木県 ３ ０ ０ ０ ０ ０ １ 16※2 

※１全国のデータ：2026 年４月５日までに診断されたデータ（2026 年 4 月 8 日時点の感染症サーベイオランスシス

テムのデータに基づく 

※２ 栃木県のデータ：2026 年４月８日までに診断されたデータ（2026 年４月８日時点の感染症サーベイランスシ

ステムのデータに基づく 
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３ 当所の対応 

 ＜事例①＞ 

患者が感染可能期間中に受診した医療機関に

対し、接触した可能性のある職員・患者の健康

観察及びワクチン接種歴の確認を依頼した。ま

た、県西管内で麻しんが発生した旨、上都賀郡

市医師会と管内の中核医療機関に対し情報提供

を行った。 

 また、以前より計画していた医師会主催の管

内医療機関の感染対策担当者向け研修会にて、

麻しんに関するケーススタディが実施された。

麻しんの症状の確認や麻しんを疑う患者が受診

した場合の対応についてディスカッションを行

い、対応体制について確認した。併せて、当所

からは行政検査の依頼方法や保健所への報告ル

ート等、保健所との連絡・相談について再周知

した。 

＜事例②＞ 

 患者が感染可能期間に受診した医療機関に対

し接触した可能性のある職員・患者の健康観察

及びワクチン接種歴の確認を依頼した。また、

医療機関を受診した際、救急車を利用した患者

もいたことから、消防にも情報提供を行い、対

応した隊員の健康観察及びワクチン接種歴の確

認を依頼した。 

 本事例は感染源が不明であったことから、上

都賀郡市医師会と管内の中核医療機関に加え

て、管内２市健康課に情報提供を行った。これ

により、鹿沼市は LINE やテレビ放送等により市

民に対し、麻しん及びワクチン接種について情

報発信を行った。 

 ＜事例③＞ 

麻しんの臨床診断をした医療機関より当所に

相談を受け、その際、当該患者が受診した医療

機関が他にもあることが判明したため、当所よ

り情報提供を行った。その後、麻しんの確定診

断を受け、両医療機関に対し、同時間帯の接種

者の特定・リストアップと職員のワクチン接種

歴の確認を依頼した。なお、両医療機関におい

て、依頼時にはすでに接触者のリストアップ、

職員のワクチン接種歴の確認が行われていた。 

 

４ 考察（事例の分析） 

 ＜事例①＞ 

事例①において、患者発症から当所が探知す

るまでに 10 日間を要したのは、麻しんの発生状

況と発生時に具体的な連携手順が十分に共有で

きていなかったことが原因として考えられる。

近年、栃木県において麻しんの発生は極めて稀

であり、実際に麻しんの臨床診断をしたことの

ない医師が増加している。そのため、初期の段

階で麻しんを想定して診断を進めることは困難

であったと推測される。また、診断が確定した

後の保健所への報告や具体的な連携の手順につ

いて保健所と医療機関の双方が事前の確認や共

有が不足していたことも、発生から探知までに

時間がかかってしまった要因と考えられる。 

＜事例②＞ 

事例②では、事例①における課題に対し、保

健所が速やかに地域医療機関への働きかけに取

り組んだことで対応の早期実施に繋がったと考

える。 

図１ 事例の経過 

 

 1/9 ～ 1/22 ～ 2/1 ～ 2/20 ～ 3/16 ～ 3/24 ～ 3/27 ～ 3/31 

事例① 帰国  発症 10 日間 探知           

事例②         発症 7 日間 探知     

事例③             発症 4 日間 探知 

ケ
ー
ス 

ス
タ
デ
ィ 
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事例①の発生後に偶然ではあったが、医師会

主催で管内医療機関の感染対策担当者に対し麻

しんに関するケーススタディが開催され、当保

健所も参加した。これが、地域医療機関への麻

しんに関する最新の知見を共有するとともに、

保健所への速やかな連絡や行政検査への協力等

の具体的な手順を事前に確認する上で重要な意

義を持っていた。②の発生時には医療機関側の

迅速な想定に基づき、保健所への速やかな報告

と検査依頼へ至る円滑な連携は実現した。これ

は、事例①の経験とその後に行ったケーススタ

ディが保健所と地域医療機関との連携体制を強

化し、初動の迅速化に寄与したと考えられる。 

また、本事例においては、医療機関だけでな

く管内２市とも情報共有を行った。これを受け

た鹿沼市が、市の公式 LINE やテレビ放送といっ

たメディアを活用し、住民へ向けて注意喚起や

ワクチンに関する情報発信を迅速に展開したこ

とは大きな意義を持つ。麻しんはワクチン接種

によって予防が可能な感染症で、麻しんワクチ

ンに関する正しい情報の周知は地域における感

染拡大を未然に防ぐ上で重要である。 

＜事例③＞ 

事例①と事例②を経験した後に発生した事例

③は、これまでに累積された経験と、保健所・

医療機関の間で対応の流れが共有されていたこ

とにより、自主的な行動へと繋がった。 

本事例の最大の特徴は、正式な届出（確定診

断）がなされる前に医療機関から「麻しんを疑

う症状の患者が受診した。」と事前に相談が寄せ

られた点である。これにより保健所は調査体制

の確認や対応事項の整理など、あらかじめ準備

を整えることが可能となった。 

同時に、医療機関側が保健所からの具体的な

指示を待つことなく、自主的に同時間帯の接種

患者のリストアップ、職員のワクチン接種歴の

確認など、院内感染対策を早期に進めていた点

は初期対応として極めて的確であった。双方が

これまでの経験を通じて、発生時の対応の流れ

を深く理解していたからこそ可能となった理想

的な初動であり、地域医療連携が非常に高いレ

ベルで機能したことは明白である。 

 

５ まとめ 

麻しんは極めて強い感染力を持つため、二次

感染による拡大防止に向けた保健所の早期探知

と迅速な対応が強く求められる。麻しん発生の

早期探知には、保健所単独の取り組みに留まら

ず、医療機関による的確な診断と迅速な報告、

そして、住民の正しい知識に基づく受診行動が

不可欠である。 

また、麻しんはワクチン接種による予防が可

能な感染症であり、市町村等と連携した住民へ

の積極的な情報発信が、地域におけるまん延防

止の重要な鍵となる。 

今後、麻しんだけでなく一刻を争う感染症が

発生した場合、医療機関による診断から保健所

による対応、住民への周知までの一連のプロセ

スを効果的に機能させるためには、保健所が中

心となり、平時から対応の検証や見直しを重

ね、そのプロセスを地域全体で共有していくこ

とが極めて重要である。 

図３ 関係機関との連携 

 

６ 参考文献 

１） 国立健康機器管理研究機構. 感染症情報

提供サイト麻しん（2026.5.26 アクセス） 

２） 栃木県感染症情報センター. 麻しん（は

しか）について. 栃木県. （2026.5.26 アクセ

ス） 

３） 国立健康危機管理研究機構. IDWR 2026 年

第 14号＜注目すべき感染症＞ 麻しん. 感染症

情報提供サイト. （2026.5.26 アクセス） 
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栃木県における麻しん患者発生状況と麻しんウイルス遺伝子解析 

栃木県保健環境センター ○角田真珠 若林勇輝 関川麻実 赤松玲子 

                     渡邉裕子 人見美子 

 

１ はじめに 

麻しんは、パラミクソウイルス科に属する一本

鎖 RNA ウイルスによる感染症であり、空気感染、

飛沫感染、接触感染により伝播する。感染力が極

めて強く、基本再生産数は 12～18 と、インフルエ

ンザ（1.2～２）や新型コロナウイルス（２～３）

を大きく上回る。感染後、約 10 日～12 日の潜伏

期間を経て発症し、発熱や風邪症状、結膜充血に

続いて全身性の発疹を呈する。多くは自然軽快す

るが、肺炎や中耳炎などの合併症のほか、数万人

に１人の割合で感染から数年後に亜急性硬化性

全脳炎を発症することがある。麻しんワクチンは、

発症および重症化を防ぐ最も有効な予防手段で

ある。 

日本において、麻しんはワクチン接種率の向上

や感染対策の徹底により流行が抑制され、2015 年

に WHO から排除状態と認定された。しかし、2023

年以降は国外における麻しん流行に伴い、海外か

らの麻しん輸入症例が増加している。また、近年

では海外渡航歴のない麻しん症例も報告されて

いる。栃木県内においても、麻しんの発生数は例

年０～数例程度を推移していたが、2025 年度以降、

発生数が急増しており、輸入例との明確な関連が

ない症例も増加している（表１）。このため、地域

内での感染拡大を早期に抑制するためには、感染

経路および感染源の解明が重要である。 

地方衛生研究所では、「麻しんに関する特定感

染症予防指針」に基づき、医療機関から提出され

る全ての麻しん（疑い含む）患者検体を対象に麻

しんウイルス遺伝子検査を実施している。 

本研究では、栃木県内で発生した麻しんウイル

スの遺伝子解析を実施し、疫学情報と統合するこ 

とで同一遺伝子型症例の関連性と感染拡大要因

の解明を試みたのでその結果を報告する。 

２ 材料と方法 

（１）材料 

 

2025 年 4 月から 2026 年 4 月に麻しん（疑い含

む）患者から採取した 217 検体 

（２）方法 

 麻しんウイルスの検出はリアルタイム RT-PCR

法により実施した。麻しんウイルスが検出された

事例については、ダイレクトシーケンス法を用い

て塩基配列を決定するとともに、感染症サーベイ

ランスシステム（NESID）および保健所への聞き取

りによる疫学情報の収集を行った。これらの結果

に基づいて系統樹を作成し、発生状況の関連性を

分析した。また、近県で発生した症例や過去に発

生した症例におけるウイルス株との関連につい

ても検討した。 

３ 結果 

（１）リアルタイム RT-PCR 法 

 対象期間に採取した 217 検体（61 名）のうち、

42 検体（15 名）が陽性となった。 

（２）ダイレクトシーケンス法 

 麻しんウイルス陽性となった 15 名のうち、15

名全員から麻疹ウイルス B3 型が検出された。 

（３）疫学情報の収集 

 麻しんウイルス陽性となった 15 名のうち、３

名は同一期間に同一国への海外渡航歴を有して

いた。また、５名が同居家族、さらに別の４名は

同じ語学学校に所属する外国籍患者であり、居住

環境およびクラス内での接触による感染が疑わ 

れた。残る３名については、共通する疫学的関連

は認められなかった。 

なお、同居家族症例の小児については、ワクチ

ン未接種者のみ発症がみられた。 

（４）系統樹の作成 

系統樹解析の結果を図１に示した。対象期間に

栃木県内で発生した麻しんはすべて同一の系統

からなるグループに属していた。疫学情報からは、

海外渡航歴のある集団、同居家族の集団、同じ語

学学校に通う外国籍の集団の３つに分かれてい
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たが、これらの３つの集団はいずれも同一の系統

からなるグループに属していることが明らかと

なった。 

また、2026 年における同一の系統からなるグル

ープは、2025 年に国内（栃木県外）で発生した事

例とは異なる系統に位置しており、さらに2019年

に流行した株とも系統的に異なっていた。 

４ 考察 

本研究により、対象期間に栃木県内で検出され

た麻しんウイルスはすべて同一の系統からなる

グループを形成しており、同一導入株に由来する

感染連鎖である可能性が示唆された。疫学的には、

海外渡航歴を有する集団、同居家族内の集団、お

よび同一教育機関に関連する集団と複数の集団

に分かれていたが、一部の症例では明確な接触歴

が確認されなかった。このことから、疫学調査で

は確認できない不特定の感染者を介した、未知の

感染経路の存在が示唆された。このことから、麻

疹の基本再生産数の高さが影響し感染源特定に

困難をもたらしている可能性がある。 

また、2026 年における同一の系統からなるグル

ープは、過去（2025 年および 2019 年）の国内事

例とは異なる系統に位置していたことから、既存

の国内流行株の持続ではなく、新たなウイルスに

起因する感染拡大である可能性が高いと考えら

れる。 

以上より、疫学調査結果と遺伝子解析結果を統

合的に評価することで感染症例間の関連性が明

らかとなり、両者を組み合わせた解析の重要性が

再確認された。 

また、本調査においては、450 塩基領域を対象

として系統樹解析を実施したが、より長鎖の配列

解析や他領域の遺伝子解析を併用することで、さ

らに詳細な感染連鎖や伝播経路についての解明

が可能となると考えられる。 

 本結果は、麻しん排除状態においても輸入例を

契機とした地域内伝播が起こり得ることを示す

ものである。 

 また、小児においては、ワクチン接種の有無が

発症に影響を及ぼすことも確認され、定期予防接

種の推奨の重要性が改めて示された。 

麻しん検体については、速やかにウイルスの有

無を確認し、遺伝子解析による型別判定を行った

上で国に報告し、WHO と連携することにより、本

邦の麻しん排除認定の維持に寄与することは、地

方衛生研究所の重要な責務である。そのためには、

検査から遺伝子解析に至る技術の継承および人

材育成が重要な課題である。 

一方、本調査では複数の検体において麻しんウ

イルスの検出を試みたが、検体によって検出の有

無がみられた。このことから「麻しん・風しん排

除状態の維持に向けた積極的疫学調査実施要領」

に基づき、咽頭拭い液、血液、尿のセットで検体

提供を医療機関に依頼することが望ましい。また、

発症後から検体採取までに時間が経過した症例

では、IgM 抗体は陽性である一方、リアルタイム

RT-PCR 法ではウイルスが検出されない事例も認

められた。したがって、発症早期に検体を採取す

ることがウイルス検出率の向上に重要であると

考えられる。これらの結果から、検体の種類およ

び採取時期が検査精度に影響を及ぼすことが示

唆された。 
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図 1 系統樹 

表１ 全国・栃木県内の発生状況 ※2026 年 4月 22 日 8:30 時点のデータに基づく 
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がん登録を利用した新型コロナウイルス感染のがん診療への影響の検討 

2019 から 2023 年診断症例の観察 

    

埼玉県立大学/栃木県立がんセンター    ○大木 いずみ  

 栃木県 保健福祉部 感染症・疾病対策課    橋本 昂浩   

 長南 菜津子  

稲見 啓  

栃木県立がんセンター             會澤 恵理   

菊地 康子    

中原 理恵    

 

【目的】 

新型コロナウイルス感染症（以下 COVID-19）

が栃木県のがん診療へ与える影響を、感染拡大

前の 2019 年、感染が拡大開始した 2020 年から

2023 年 5月まで（感染症法 2 類相当期）、2023

年 5 月から 12月（感染症法 5 類期）までの 5年

間について、栃木県のがん診療へ及ぼす影響を

明らかにする事を目的とした。 

 

【方法】 

対象は、栃木県がん診療連携協議会に加盟す

るすべての医療機関の 2019 年から 2023 年に当

該医療機関（病院単位：19 施設）において新規

に悪性新生物および上皮内癌と診断・治療され

た症例とした（院内がん登録対象症例）。 

2026 年 4月現在、栃木県がん診療連携協議会

加盟施設は、足利赤十字病院、宇都宮記念病

院、上都賀総合病院、菅間記念病院、小金井中

央病院、国際医療福祉大学那須医療センター、

国際医療福祉大学塩谷病院、国立病院機構宇都

宮病院、国立病院機構栃木医療センター、佐野

厚生総合病院、自治医科大学附属病院、新小山

市民病院、栃木県済生会宇都宮病院、栃木県立

がんセンター、とちぎメディカルセンターしも

つが、獨協医科大学病院、獨協医科大学日光医

療センター、那須赤十字病院、芳賀赤十字病院

の 19施設で構成されている。医療機関からの収

集項目は、すべての施設で収集している下記の

項目とした。 

性、診断時年齢、診断時住所（県内・県外情報

のみ）、原発部位、病理診断、診断施設、治療施

設、診断根拠、診断日、発見経緯、進展度・治

療前、外科的治療の有無、鏡視下治療の有無、

内視鏡的治療の有無、外科的・鏡視下・内視鏡

的治療の範囲、放射線療法の有無、化学療法の

有無、内分泌療法の有無。 

具体的な方法としては、各施設から氏名や住

所といった個人情報を削除した後、匿名データ

として収集し、集計値として公表することとし

た。診断時住所は削除される前に栃木県内か県

外かを示す値に変換した。移送については全国

がん登録の安全管理措置に従った。すべてのが

ん情報は、2026 年 3 月に医療機関から手続きを

経て収集された。 

性別、年齢階級別、診断時住所別（県内・県

外）、診断月別、部位別、進展度別に 19施設の

データを集計し 2019 年から 2023 年まで経年的

に比較した。発見経緯については、検診発見割

合を検討した。 

本研究は栃木県立がんセンター臨床研究審査

委員会の承認を得て実施した（21－A021）。 

なお、栃木県がん診療連携協議会にて実施計画

から結果までを報告する。 

 

【結果】 

2019 年１月から 2023 年 12 月までに、対象医
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療機関において原発性のがんについて、初回の

診断・治療が行われた症例は 100,904 件（男性

57,078 件、女性 43,826 件）であった。診断年別

にがん（浸潤がん）と上皮内がんを含めた件数

を図１に示す。男性では、2020 年に症例数が減

少したが、女性では変化を認めなかった。診断

年別に、年齢階級構成、主な部位、検診発見、

進展度、診断時住所（栃木県内・県外）の件数

と割合を表１に示す。40 歳未満の人数及び割合

が最も高かったのは 2020 年で 4.0％、次いで

2021 年が 3.6％を占めた。2019 年は 3.5％で

2022 年と 2023 年はそれぞれ 3.4％、3.2％であ

った。部位別では大腸、乳房、前立腺が 2020 年

に症例数が減少し、2021 年には 2019 年の症例数

に上昇している。検診発見の割合は、2019 年に

17.1％から 2020 年に 14.6％に減少するものの、

2021 年には 2019 年と検診割合に差を認めなかっ

た。 

図 1．男女別診断年別症例数の推移 

 

また、診断時住所が県外である割合の変化は

みられるが 2020 年の減少は認められなかった。 

 

【考察】 

本解析では、COVID-19 による 2020 年のがん診

療への影響は女性より男性、40 歳未満より以上

の者、浸潤がんより上皮内がんが強く受けてい

た。部位では大腸、乳房、前立腺といったがん

検診に関連するものが影響を受けた。一方で、

2021 年にはいずれも COVID-19 拡大前である

2019 年と同じ症例数が報告されていたことか

ら、影響はそれほど持続しなかったと考えられ

た。 

COVID-19 は栃木県においても、かつて経験の

ないほどの影響を長期にわたり与えた。当初は

未知の感染症のため、重症化や感染対策、検査

の体制、新型インフルエンザ等対策特別措置法

による緊急事態宣言などに対応したが、その後

はデルタ株、オミクロン株と変異を繰り返しな

がら拡大し長期化した。感染対策はもとより、

医療機関においても BCP（事業継続計画）を策定

し、職員が感染しても機能する取り組みなどが

なされた。栃木県がん診療連携協議会がん登録

部会では、2019 年と 2020 年の比較を 2022 年に

実施したが、その後の経過を確認するために

も、本研究では感染症法 5 類へ移行するまでを

観察期間とした。 

がん診療は「不要不急ではない」ため、検診

においては少なからず影響を受けたものの 2021

年には 2019 年と症例登録数は同等になった。 

国や県の指定する、拠点病院や中核病院は栃

木県のがん診療を支える主要な医療機関である

ため、多くの患者が受診する一方、高齢者の受

診が低い傾向にある。高齢者やがん患者は基礎

体力や免疫能の低下を有することが多く、感染

症に対して脆弱な集団であると考えられる。本

解析は、高齢担がん患者が対象からもれている

可能性があり影響を過小評価する可能性が考え

られる。今後は死亡率（人口動態統計）や生存

率（全国がん登録）の検討が必要となる。 

2023 年 5月以降、COVID-19 は感染症法上 5類

に移行したが、引き続き感染拡大と収束を繰り

返している。診療の実態を把握する目的として

栃木県の拠点病院・中核病院を対象とした登録

を集計したが、「誰一人取り残さないがん対策を

推進し、全ての国民とがんの克服を目指す」第 4

期計画にもあるように、さまざまなデータを活

用し、がん対策を広く評価する必要である。 

 

【結論】栃木県における長期の COVID-19 感染拡
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大ががん診療に及ぼす影響についてがん登録デ

ータを用いて明らかにした。 

 

 

表１．診断年別件数と割合 

 

診断年
件 (％) 件 (％) 件 (％) 件 (％) 件 (％)

性別
男 11,507 ( 56.9 ) 10,809 ( 55.8 ) 11,190 ( 56.1 ) 11,676 ( 57.2 ) 11,896 ( 56.7 )
女 8,711 ( 43.1 ) 8,552 ( 44.2 ) 8,749 ( 43.9 ) 8,743 ( 42.8 ) 9,071 ( 43.3 )

年齢階級（歳）
0-14 37 ( 0.2 ) 46 ( 0.2 ) 35 ( 0.2 ) 67 ( 0.3 ) 52 ( 0.2 )
15-39 672 ( 3.3 ) 731 ( 3.8 ) 688 ( 3.5 ) 628 ( 3.1 ) 620 ( 3.0 )
40-64 5,202 ( 25.7 ) 4,901 ( 25.3 ) 5,211 ( 26.1 ) 5,098 ( 25.0 ) 5,234 ( 25.0 )
65-74 6,638 ( 32.8 ) 6,420 ( 33.2 ) 6,607 ( 33.1 ) 6,725 ( 32.9 ) 6,640 ( 31.7 )
75-84 5,614 ( 27.8 ) 5,316 ( 27.5 ) 5,433 ( 27.2 ) 5,850 ( 28.6 ) 6,238 ( 29.8 )
85+ 2,055 ( 10.2 ) 1,947 ( 10.1 ) 1,965 ( 9.9 ) 2,051 ( 10.0 ) 2,183 ( 10.4 )

部位
食道 496 ( 2.5 ) 410 ( 2.1 ) 491 ( 2.5 ) 478 ( 2.3 ) 531 ( 2.5 )
胃 2,123 ( 10.5 ) 2,056 ( 10.6 ) 2,006 ( 10.1 ) 2,035 ( 10.0 ) 1,970 ( 9.4 )
大腸 3,069 ( 15.2 ) 2,984 ( 15.4 ) 3,164 ( 15.9 ) 3,242 ( 15.9 ) 3,299 ( 15.7 )
肝臓 673 ( 3.3 ) 633 ( 3.3 ) 625 ( 3.1 ) 606 ( 3.0 ) 616 ( 2.9 )
膵臓 763 ( 3.8 ) 779 ( 4.0 ) 780 ( 3.9 ) 758 ( 3.7 ) 840 ( 4.0 )
肺 2,152 ( 10.6 ) 2,056 ( 10.6 ) 2,026 ( 10.2 ) 2,077 ( 10.2 ) 2,148 ( 10.2 )
乳房 2,112 ( 10.4 ) 1,952 ( 10.1 ) 2,133 ( 10.7 ) 2,195 ( 10.7 ) 2,331 ( 11.1 )
子宮頸部 661 ( 3.3 ) 643 ( 3.3 ) 674 ( 3.4 ) 616 ( 3.0 ) 702 ( 3.3 )
子宮体部 322 ( 1.6 ) 358 ( 1.8 ) 333 ( 1.7 ) 375 ( 1.8 ) 384 ( 1.8 )
卵巣 283 ( 1.4 ) 281 ( 1.5 ) 265 ( 1.3 ) 250 ( 1.2 ) 238 ( 1.1 )
前立腺 1,876 ( 9.3 ) 1,607 ( 8.3 ) 1,885 ( 9.5 ) 1,987 ( 9.7 ) 2,022 ( 9.6 )
膀胱 640 ( 3.2 ) 661 ( 3.4 ) 686 ( 3.4 ) 692 ( 3.4 ) 787 ( 3.8 )
悪性リンパ腫 731 ( 3.6 ) 806 ( 4.2 ) 721 ( 3.6 ) 772 ( 3.8 ) 769 ( 3.7 )
多発性骨髄腫 175 ( 0.9 ) 143 ( 0.7 ) 162 ( 0.8 ) 146 ( 0.7 ) 177 ( 0.8 )
白血病 289 ( 1.4 ) 302 ( 1.6 ) 265 ( 1.3 ) 277 ( 1.4 ) 292 ( 1.4 )
その他 3,853 ( 19.1 ) 3,690 ( 19.1 ) 3,723 ( 18.7 ) 3,915 ( 19.2 ) 3,859 ( 18.4 )

発見経緯
検診発見 3,451 ( 17.1 ) 2,823 ( 14.6 ) 3,380 ( 17.0 ) 3,506 ( 17.2 ) 3,458 ( 16.5 )
検診以外 16,767 ( 82.9 ) 16,538 ( 85.4 ) 16,559 ( 83.0 ) 16,913 ( 82.8 ) 17,509 ( 83.5 )

進展度
上皮内 1,906 ( 9.43 ) 1,716 ( 8.86 ) 1,835 ( 9.2 ) 1,888 ( 9.25 ) 1,994 ( 9.51 )
限局 8,267 ( 40.9 ) 8,034 ( 41.5 ) 8,479 ( 42.5 ) 8,751 ( 42.9 ) 8,983 ( 42.8 )
領域 4,013 ( 19.8 ) 4,023 ( 20.8 ) 4,109 ( 20.6 ) 4,020 ( 19.7 ) 4,177 ( 19.9 )
遠隔転移 3,205 ( 15.9 ) 3,212 ( 16.6 ) 3,256 ( 16.3 ) 3,331 ( 16.3 ) 3,298 ( 15.7 )
不明・該当せず 2,827 ( 14.0 ) 2,376 ( 12.3 ) 2,260 ( 11.3 ) 2,429 ( 11.9 ) 2,515 ( 12.0 )

診断時住所
栃木県内 18,121 ( 89.6 ) 17,158 ( 88.6 ) 17,707 ( 88.8 ) 18,388 ( 90.1 ) 18,878 ( 90.0 )
県外 2,097 ( 10.4 ) 2,203 ( 11.4 ) 2,232 ( 11.2 ) 2,031 ( 9.9 ) 2,089 ( 10.0 )

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年
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